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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第84期
第３四半期
連結累計期間

第84期
第３四半期
連結会計期間

第83期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 281,834 83,542 418,529

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △894 △4,539 33,968

当期純利益又は四半期純損失(△) (百万円) △22,224 △22,351 14,274

純資産額 (百万円) ― 175,321 215,819

総資産額 (百万円) ― 425,880 451,540

１株当たり純資産額 (円) ― 281.49 348.59

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △38.83 △39.05 23.91

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 37.8 44.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 22,990 ― 31,823

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △25,341 ― △50,839

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,646 ― 26,494

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 22,658 17,361

従業員数 (名) ― 7,902 7,699

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３　第84期第３四半期連結累計期間及び第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載のとおりです。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

　

(新規設立)

主に中国の関係会社に対する管理統括機能の強化によるリスクマネジメントの推進及び当社グループ

製品の中国国内における販売効率化のため、販売管理機能を持った下記の会社を設立し、関係会社としま

した。

(名称)　

　三菱麗陽(上海)管理有限公司　　　

(住所)　

　中国上海市

(資本金)　

　600千USドル (平成21年１月に登記完了)　　

(主要な事業の内容)　

　中国関係会社の管理統括及び支援、当社グループ製品の中国国内販売、輸出入

(議決権に対する提出会社の所有割合)　

　100％

(関係内容)　

　役員の兼任等　１名

　資金援助　　　無し

　営業上の取引　該当無し

　設備の賃貸借　無し

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 7,902

(注) 従業員数は、連結子会社以外への出向者及び臨時作業員は除いています。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 2,857

(注) 従業員数は嘱託を含み、出向者及び臨時作業員は除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっ

ても、その容量、構造、形式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多いため、事業

の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていません。

このため生産、受注及び販売の状況については、「３　財政状態及び経営成績の分析」における各事業の

種類別セグメントの業績に関連付けて示しています。

　

当第３四半期連結会計期間の売上高

　

事業の種類別セグメント

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

(百万円)

化成品・樹脂事業 39,140

アクリル繊維・ＡＮ及び誘導品事業 9,929

炭素繊維・複合材料事業 10,150

アセテート、機能膜事業その他 24,322

合計 83,542

(注) 金額には消費税等は含まれていません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間における、経営上の重要な契約等は次のとおりです。

　

(株式取得に関する契約) 

平成20年11月11日開催の取締役会において、Lucite International Group Limitedを当社の連結子

会社とするため、同社の全ての発行済株式の購入契約の締結を決議し、同日付けで株式売買契約を締結

しました。 

　

(1)買収の目的

ＭＭＡ(メタクリル酸メチル)の米欧生産拠点の獲得、製造技術の拡幅などにより、コア事業である

ＭＭＡ系事業の強化・拡大を図る。 

　

(2)株式取得の相手会社の名称

Funds managed by Charterhouse Capital Partners LLP 他

　

(3)買収する会社の名称、事業内容、規模

①名称 

　 Lucite International Group Limited　　 

　②事業内容 

　　ＭＭＡモノマー製造、ＭＭＡモノマーを使用したポリマー・樹脂製品等の製造 

　③規模 

　　売上高　　849百万英ポンド(平成19年12月期) 

　　従業員数　1,984名(平成19年12月末現在) 

　

(4)株式取得の時期

関係当局の認可が完了後、速やかに取得予定

　

(5)取得する株式の数、取得後の持分比率及び買収資金の総額

①取得株式数 

　　9,556千株 

　②取得後の持分比率 

　　100％ 

　③買収資金総額 

　　1,600百万USドル

　

(6)買収資金の調達及び支払方法

買収のための資金は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行から融資を受け、支払は全額現金にて行いま

す。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社、連結子会社及び持

分法適用会社)が判断したものです。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間の海外経済は、米国を起点とした金融危機が欧州、新興国を巻き込みながら

実体経済に本格的に波及し、世界同時不況の様相を強めました。米国では、個人消費の大幅な落ち込みや

設備投資の失速などにより景気後退が深刻化しました。アジアでは、世界的な景気後退に伴い輸出の伸び

が急速に鈍化したことにより、中国を中心として底堅さを維持してきた成長も減速が鮮明になりました。

日本経済においても、輸出の減少による企業収益への影響は極めて大きく、製造業の減産幅拡大に伴う設

備投資の減少、雇用調整圧力の強まり、さらに個人消費の低迷など、景気悪化は一段と深刻なものとなり

ました。 

　このような厳しい経営環境の中で、当社グループは、本年度から第６次中期経営計画「グローバルＵＳ

→２０１０」をスタートさせました。「成長へのニューデザイン」を基本コンセプトに、現下の厳しい経

済情勢に対して足下を固めつつ、将来の１兆円企業を目指す「フェーズⅠ」と位置付け、経営目標の実現

に向けた具体的な施策を推進しています。昨年11月には、コア事業であるＭＭＡ系事業の強化・拡大を目

的として、世界最大手のＭＭＡメーカーである英国Lucite International Group Limitedの買収を決定

しました。 

　しかしながら、急激な円高の進行、さらに、世界的な景気後退による需要低迷と原燃料価格の急激な下落

に伴う製品価格値下げ圧力も加わり、当第３四半期に入り収益は急速に悪化しました。また、アクリル繊

維事業の抜本的な構造改革や株式相場の下落による投資有価証券評価損の計上に伴う特別損失の影響も

あり、当第３四半期連結会計期間については、売上高は83,542百万円となり、2,726百万円の営業損失、

4,539百万円の経常損失、さらに22,351百万円の多額の四半期純損失を計上するに至りました。 

　なお、平成17年度より退職給付会計における数理計算上の差異の処理方法を、発生の翌年度に営業費用

として一括償却する方法に変更しており、数理計算上の差異償却額(当第３四半期連結会計期間は1,448

百万円の損)を除いた当第３四半期連結会計期間の営業損失は1,278百万円、経常損失は3,091百万円とな

ります。

　

　
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

①　化成品・樹脂事業

ＭＭＡモノマーは、国内での透明樹脂用途等の需要不振に加えて、堅調に推移してきたアジア向け販

売も急速な需要減退の影響を受け、さらに急激な円高や原燃料価格の下落による製品価格値下げ圧力

等により、全般に低調でした。アクリル樹脂成形材料及びアクリル樹脂板は、ＩＴ・導光板用途、車両用

途等の各分野で需要が大幅に縮小し、国内・海外での生産調整を進めるなど、全般に低迷しました。

コーティング材料は、自動車塗料用途の需要が激減し、収益は急速に落ち込みました。情報材料関連で

は、堅調に推移してきたプラスチックロッドレンズの販売量が減少するとともに、液晶用プリズムシー

ト「ダイヤアート」は、競争激化に加えて急激な需要減退による販売量の減少、販売価格の下落が続

き、生産調整の強化を進めましたが、収益はさらに悪化しました。 

　この結果、化成品・樹脂事業の売上高は39,140百万円、営業損失は147百万円となりました。
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②　アクリル繊維・ＡＮ及び誘導品事業

アクリル短繊維は、原燃料価格の高騰及びそれに伴う世界的な需要減退が一層深刻さを増す中で、日

本及び中国での生産調整の強化などで対応してきましたが、収益の悪化に歯止めがかからない状況が

続いています。このような厳しい事業環境に対する構造改革施策として、昨年の紡績事業からの撤退に

続き、日本での原綿生産能力の大幅縮小及び中国の寧波麗陽化繊有限公司の抜本的改革を進めること

を決定しました。 

　アクリロニトリル(ＡＮ)は、アクリル繊維向けの需要減退等の影響により大幅に販売量が落ち込み、

さらに原燃料価格の急落による製品価格の値下げ圧力も強く、収益は悪化しました。 

　この結果、アクリル繊維・ＡＮ及び誘導品事業の売上高は9,929百万円、営業損失は3,443百万円とな

りました。

　

③　炭素繊維・複合材料事業

炭素繊維・複合材料は、長期的には炭素繊維市場全体の成長基調に変化はないものの、足下では各社

生産能力の増強と世界的な景気後退等の影響を大きく受け、競争環境は厳しさを増しています。特に、

得意とするスポーツ・レジャー用途での需要が急速に落ち込んだこともあり、低調に推移しました。な

お、産業用途での大型構造物向けに開発した新タイプの炭素繊維「パイロフィルＰ３３０シリーズ」

については、プレマーケティングを推進しており、大竹事業所での焼成新プラントの建設も順調に進ん

でいます。

　この結果、炭素繊維・複合材料事業の売上高は10,150百万円、営業利益は933百万円となりました。 

　

④　アセテート、機能膜事業その他

アセテート繊維他事業では、三菱レイヨン・テキスタイル㈱は、トリアセテート長繊維「ソアロン」

が、世界的に衣料消費が低迷する中で主力の米国向け需要の減退が続き、急激な円高の影響もあり、収

益はさらに悪化しました。 

　機能膜事業では、家庭用浄水器は、住宅設備市場の低迷等の影響を受け、低調でした。機能膜製品は、中

国での排水処理用途の需要落ち込みなどにより、全般に低迷しました。 

　エンジニアリング事業は、景気悪化による投資が抑制される厳しい環境の中で、得意とする分野のプ

ラント建設工事を中心に堅調でした。 

　この結果、アセテート、機能膜事業その他の売上高は24,322百万円、営業損失は31百万円となりまし

た。 
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所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。

①　日本

日本においては、化成品・樹脂事業をはじめとして、各事業ともに需要低迷に加えて急激な円高や原

燃料価格の下落による製品価格値下げ圧力等により、大幅に悪化しました。さらに、退職給付会計にお

ける数理計算上の差異償却額(当第３四半期連結会計期間は1,448百万円の損)による影響があったこ

となどにより、売上高は60,293百万円、営業損失は4,131百万円となりました。

　

②　アジア

アジアにおいては、Thai MMA Co.,Ltd.及び中国の恵州恵菱化成有限公司は、原燃料価格の高騰の影

響等を受けて低調に推移し、また、中国の寧波麗陽化繊有限公司は、アクリル繊維の大幅な需要減退に

よる収益の悪化に歯止めがかからない状況が続いたため、売上高は15,485百万円、営業利益は573百万

円となりました。

　

③　米国

米国においては、Grafil,Inc.、Newport Adhesives and Composites,Inc.及びMRC Golf,Inc.の炭素

繊維・複合材料事業が景気後退の影響を受けて伸び悩み、売上高は7,763百万円、営業利益は879百万円

となりました。

　

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べて25,659百万円減少し、425,880百

万円となりました。そのうち流動資産については、売上債権が減少した一方で、製品や、現金及び預金が増

加したことなどにより、前連結会計年度末と比べ8,874百万円増の186,134百万円となりました。また固定

資産については、機械装置及び運搬具や投資有価証券が減少したことなどにより、前連結会計年度末と比

べ34,534百万円減の239,746百万円となりました。  

　負債は、前連結会計年度末と比べて14,838百万円増加し、250,559百万円となりました。そのうち流動負

債については、短期借入金の増加や、事業整理損失引当金の計上などにより、前連結会計年度末と比べ

13,929百万円増の151,843百万円となりました。また固定負債は、長期借入金の増加などにより、前連結会

計年度末と比べ909百万円増の98,716百万円となりました。 

　純資産は、前連結会計年度末と比べて40,497百万円減少し、175,321百万円となりました。これは、利益剰

余金の減少及び市場の変化に伴う評価・換算差額等の変動などによります。
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(3) キャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前第２四半期連結会計期間末と比べて

3,832百万円増の22,658百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損

失の計上、仕入債務の減少や、たな卸資産の増加等の支出に対して、減損損失や投資有価証券評価損の計

上、減価償却費の計上、売上債権の減少及び事業整理損失引当金の計上等による収入により、1,423百万円

の支出となりました。

当第３四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損

失の計上や、たな卸資産の増加等による支出に対して、減価償却費の計上、減損損失や投資有価証券評価

損の計上、売上債権の減少及び事業整理損失引当金の計上等による収入により、22,990百万円の収入とな

りました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出等が

あり、8,586百万円の支出となりました。 

当第３四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出、投資

有価証券の売却による収入等があり、25,341百万円の支出となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入による収入、配当金の

支払等による支出があり、14,355百万円の収入となりました。

当第３四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入による収入、配当金の

支払等による支出があり、8,646百万円の収入となりました。

　

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は3,962百万円です。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

第２四半期連結会計期間末に計画中であった、当社大竹事業所の石炭ハンドリング設備の更新につき

ましては、平成20年10月に完了いたしました。なお、投資額については「(2) 設備の新設、除却等の計画」

に記載しています。

 また、当第３四半期連結会計期間において、アクリル繊維事業の構造改革施策により、当社大竹事業所及

び寧波麗陽化繊有限公司の製造設備等について9,899百万円の減損損失を計上しました。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間末に計画中であった設備計画のうち、当第３四半期連結会計期間に完了した

ものは、次の通りです。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

 

事業の種類別
セグメントの
名称

会社名
事業所名

所在地 設備の内容
投資金額
(百万円)

完成年月

共通
三菱レイヨン㈱大
竹事業所

広島県大竹市
石炭ハンドリング
設備の更新

3,302平成20年10月
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,200,000,000

計 1,200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 599,997,820599,997,820

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は1,000株で
す。

計 599,997,820599,997,820― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月31日 ─ 599,997─ 53,229 ─ 28,509
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(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していません。

　

(注)　当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から平成20年11月21日付の大量保有報告書の写しの

送付があり、平成20年11月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当第３四

半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができていません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりです。

　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門４－３－１ 32,172 5.36

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿より記載しています。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　27,657,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式　　　18,000　　

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 567,817,000567,817 ―

単元未満株式 普通株式　 4,505,820― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 599,997,820― ―

総株主の議決権 ― 567,817 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄及び「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ37,000

株(議決権37個)及び700株含まれています。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が489株含まれています。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
　 当社

東京都港区港南
一丁目６番41号

27,657,000 ─ 27,657,0004.6

 (相互保有株式)
　株式会社フジワラ

愛知県北名古屋市
六ツ師女夫越１－４

18,000 ─ 18,000 0.0

計 ― 27,675,000 ─ 27,675,0004.6

(注)　上記のほか株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)ありま

す。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めています。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 344 391 381 368 333 314 271 300 270

最低(円) 291 324 311 307 269 254 160 200 219

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,658 17,361

受取手形及び売掛金 ※７
 73,211

※７
 81,456

製品 40,997 34,435

原材料 14,233 15,105

仕掛品 4,517 5,993

その他 30,923 23,253

貸倒引当金 △407 △345

流動資産合計 186,134 177,259

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 73,289 84,658

その他（純額） 94,776 88,823

有形固定資産合計 ※１・５
 168,065

※１・５
 173,481

無形固定資産 ※３
 5,907

※３
 8,811

投資その他の資産

投資有価証券 49,499 70,996

その他 16,353 21,128

貸倒引当金 △80 △137

投資その他の資産合計 65,772 91,987

固定資産合計 239,746 274,280

資産合計 425,880 451,540

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※７
 61,984

※７
 61,923

短期借入金 52,246 42,953

事業整理損失引当金 5,634 －

その他の引当金 2,381 4,177

その他 ※４
 29,596

※４
 28,859

流動負債合計 151,843 137,914

固定負債

社債 30,000 30,000

長期借入金 37,921 35,711

退職給付引当金 27,483 27,659

その他の引当金 383 1,084

その他 2,927 3,352

固定負債合計 98,716 97,806

負債合計 250,559 235,721
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 53,229 53,229

資本剰余金 28,547 28,796

利益剰余金 94,331 122,706

自己株式 △10,273 △10,488

株主資本合計 165,834 194,245

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,311 5,753

繰延ヘッジ損益 486 7

為替換算調整勘定 △6,542 △476

評価・換算差額等合計 △4,744 5,283

少数株主持分 14,230 16,290

純資産合計 175,321 215,819

負債純資産合計 425,880 451,540
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 281,834

売上原価 234,499

売上総利益 47,335

販売費及び一般管理費

賞与引当金繰入額 403

退職給付費用 1,746

研究開発費 11,143

その他 33,825

販売費及び一般管理費合計 47,119

営業利益 215

営業外収益

受取利息 194

受取配当金 736

その他 772

営業外収益合計 1,702

営業外費用

支払利息 1,611

その他 1,201

営業外費用合計 2,812

経常損失（△） △894

特別利益

固定資産売却益 ※１
 33

投資有価証券売却益 1,327

受取保険金 266

特別利益合計 1,627

特別損失

固定資産除売却損 ※２
 1,193

減損損失 11,468

投資有価証券売却損 0

投資有価証券評価損 ※３
 10,347

事業構造改善費用 ※４
 138

事業整理損 ※５
 945

事業整理損失引当金繰入額 5,634

特別損失合計 29,727

税金等調整前四半期純損失（△） △28,995

法人税等 ※６
 △3,999

過年度法人税等 △3,479

過年度法人税等調整額 3,080

少数株主損失（△） △2,371

四半期純損失（△） △22,224
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 83,542

売上原価 70,476

売上総利益 13,065

販売費及び一般管理費

賞与引当金繰入額 403

退職給付費用 624

研究開発費 3,962

その他 10,802

販売費及び一般管理費合計 15,792

営業損失（△） △2,726

営業外収益

受取利息 58

受取配当金 293

その他 168

営業外収益合計 520

営業外費用

支払利息 529

為替差損 1,290

その他 513

営業外費用合計 2,333

経常損失（△） △4,539

特別利益

固定資産売却益 ※１
 2

受取保険金 7

特別利益合計 9

特別損失

固定資産除売却損 ※２
 359

減損損失 10,896

投資有価証券売却損 0

投資有価証券評価損 ※３
 10,000

事業構造改善費用 ※４
 24

事業整理損 ※５
 940

事業整理損失引当金繰入額 1,287

特別損失合計 23,509

税金等調整前四半期純損失（△） △28,039

法人税等 ※６
 △3,014

少数株主損失（△） △2,673

四半期純損失（△） △22,351
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △28,995

減価償却費 20,072

減損損失 11,468

のれん償却額 545

事業整理損失 945

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 5,634

退職給付引当金の増減額（△は減少） △174

前払年金費用の増減額（△は増加） 5,081

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15

受取利息及び受取配当金 △930

支払利息 1,611

投資有価証券売却損益（△は益） △1,327

投資有価証券評価損益（△は益） 10,347

固定資産除売却損益（△は益） 649

受取保険金 △266

売上債権の増減額（△は増加） 6,677

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,115

仕入債務の増減額（△は減少） 1,786

未払消費税等の増減額（△は減少） △805

その他 364

小計 26,585

利息及び配当金の受取額 929

利息の支払額 △1,551

保険金の受取額 266

法人税等の支払額 △8,198

法人税等の還付額 4,958

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,990

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △26,765

有形固定資産の売却による収入 107

投資有価証券の取得による支出 △214

投資有価証券の売却による収入 3,112

短期貸付金の増減額（△は増加） △662

長期貸付金の回収による収入 567

その他 △1,487

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,341

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 11,834

長期借入れによる収入 5,000

長期借入金の返済による支出 △3,708

配当金の支払額 △4,858

少数株主への配当金の支払額 △803

少数株主からの払込みによる収入 1,227

その他 △44

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,646

現金及び現金同等物に係る換算差額 △999

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,297

現金及び現金同等物の期首残高 17,361

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 22,658
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

１．連結の範囲に関する事項の変更

当第３四半期連結会計期間から、新たに設立した三菱麗陽(上海)管理有限公司を連結の範囲に含めています。

 

２．会計方針の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を第１

四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方

法)に変更しています。

　また、これに伴い、前連結会計年度まで営業外費用に計上していた「たな卸資産評価損」及び「たな卸資産廃棄

損」は売上原価に含めて計上しています。

　この結果、当第３四半期連結累計期間において、従来の方法によった場合に比べ、売上総利益及び営業利益がそ

れぞれ3,102百万円減少し、経常損失及び税金等調整前四半期純損失がそれぞれ2,658百万円増加しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。

 

(2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年

５月17日　実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っています。

　この結果、期首の利益剰余金から1,285百万円を減算したことに伴い、利益剰余金が同額減少しています。なお、

この変更による損益への影響はありません。

 
(3)リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日 企業

会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最

終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しています。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっ

ています。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しています。

　この結果、従来の方法によった場合に比べ、資産に与える影響は軽微であり、損益への影響はありません。

　

　

EDINET提出書類

三菱レイヨン株式会社(E00875)

四半期報告書

20/31



【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

１．固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分する

方法によっています。

　なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっています。

 

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、かつ、一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度決算において使用した将来の業

績予想やタックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変

化があるか、または一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度決算において使用

した将来の業績予想やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によって

います。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益(損失)に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益(損失)に当該実効税率を乗じて計算する方法を採用しています。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しています。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

１．有形固定資産の耐用年数の変更

四半期連結財務諸表提出会社、国内連結子会社10社及び持分法適用国内関連会社２社は、法人税法改正を契機と

して見直しを行い、第１四半期連結会計期間より主に機械装置の耐用年数を変更しています。

　この結果、当第３四半期連結累計期間において、従来の方法によった場合に比べ、売上総利益及び営業利益がそれ

ぞれ703百万円減少し、経常損失が703百万円増加し、税金等調整前四半期純損失が702百万円増加しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。

 

２．事業整理損失引当金

アクリル繊維事業において、インドネシアでの紡績事業撤退に伴う損失見込額4,419百万円と、中国での原綿生

産事業の構造改革に伴う損失見込額1,215百万円が発生すると予想され、事業整理損失引当金として計上していま

す。

　この結果、事業整理損失引当金繰入額5,634百万円を特別損失に計上しています。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、396,401百万円

です。

　２　保証債務

連結子会社以外の会社の銀行借入金等に対し、次

のとおり債務保証を行っています。

 (1)関係会社

大山MMA㈱ 3,500百万円

エムアールシー・デュポン㈱ 675

　
P.T.DIACHEM RESINS INDONESIA
その他１社

311　　
　　　　 

　小計 4,486

 (2)その他

従業員に対するもの 153百万円

　合計
4,639
　　　　　
　　　　　

※３ のれん 1,500百万円

　 その他 4,407百万円

※４ 未払法人税等 510百万円

　 その他 29,086百万円

※５　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から

直接控除した圧縮記帳額は、1,637百万円です。

　６　四半期連結財務諸表提出会社及び連結子会社12社

は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行10

行と当座貸越契約を締結しています。当該当座貸越

契約に基づく当第３四半期連結会計期間末の借入未

実行残高等は次のとおりです。

当座貸越極度額 103,603百万円

借入実行残高 49,301

差引額 54,302

※７　四半期連結会計期間末日の満期手形の処理

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しています。なお、当四半期連結会

計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて

います。

 

受取手形 852百万円

支払手形 1,542百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、386,099百万円

です。

　２　保証債務

連結子会社以外の会社の銀行借入金等に対し、次

のとおり債務保証を行っています。

 (1)関係会社

　
P.T.DIACHEM RESINS INDONESIA
その他１社

266百万円

 (2)その他

従業員に対するもの 168百万円

　合計

435　
　　　　
　　　　
　　　

 

※３ のれん 3,315百万円

　 その他 5,495百万円

※４ 未払法人税等 3,305百万円

　 その他 25,554百万円

※５　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から

直接控除した圧縮記帳額は、1,410百万円です。

　６　連結財務諸表提出会社及び連結子会社13社は、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行11行と当座

貸越契約を締結しています。当該当座貸越契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高等は次のと

おりです。

当座貸越極度額 106,086百万円

借入実行残高 34,775

差引額
71,311　
　　　　　　　
　　　　

※７　   　　　　――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

※１　機械装置の売却益19百万円他です。

※２　機械装置の除売却損946百万円他です。

※３　ゴルフ会員権の評価損１百万円を含みます。

※４　ポリエステル事業の縮小に伴う設備除却損107百万円他です。

※５　アクリル繊維事業において、中国での原綿生産事業の構造改革に伴う損失940百万円と、インドネシアでの紡績

事業撤退に伴う損失５百万円が発生しています。

※６　当第３四半期連結累計期間における税金費用については、簡便法による税効果会計を適用しているため、法人

税等調整額は法人税等に含めて表示しています。

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

※１　車両の売却益４百万円及び機械装置の売却益△１百万円他です。

※２　機械装置の除売却損260百万円他です。

※３　ゴルフ会員権の評価損１百万円を含みます。

※４　特別退職金24百万円です。

※５　アクリル繊維事業において、中国での原綿生産事業の構造改革に伴う損失940百万円が発生しています。

※６　当第３四半期連結会計期間における税金費用については、簡便法による税効果会計を適用しているため、法人

税等調整額は法人税等に含めて表示しています。

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 22,658百万円

現金及び現金同等物 22,658
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(株主資本等関係)

　
当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 599,997,820

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 27,736,212

　

３　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 3,148 5.50平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,717 3.00平成20年９月30日 平成20年12月８日

　

  (有価証券関係)

　
当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価

証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られま

す。

 

その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 26,695 28,521 1,825

(注)　当第３四半期連結累計期間中に10,337百万円の減損処理を行っています。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　
当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

化成品・
樹脂事業
(百万円)

アクリル繊維
・ＡＮ及び誘
導品事業
(百万円)

炭素繊維・

複合材料事

業

(百万円)

アセテート、
機能膜事業
その他
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に

      対する売上高
39,1409,929 10,150 24,322 83,542 ― 83,542

　(2) セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高
2,477 689 11 10,862 14,040 (14,040)― 

計 41,61710,618 10,161 35,184 97,582 (14,040)83,542

営業利益(又は営業損失) (147)(3,443) 933 (31)(2,689)(37)(2,726)

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

化成品・
樹脂事業
(百万円)

アクリル繊維
・ＡＮ及び誘
導品事業
(百万円)

炭素繊維・

複合材料事

業

(百万円)

アセテート、
機能膜事業
その他
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に

      対する売上高
131,056 39,880 31,288 79,608 281,834 ― 281,834 

　(2) セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高
9,151 3,114 20 33,676 45,962 (45,962)―　　　

計 140,208 42,994 31,309 113,284 327,796 (45,962)281,834 

営業利益(又は営業損失) 3,142 (6,680)2,977 692 131 84 215 

　 (注) １　当社グループの事業区分は、製品の使用目的、製造方法・製造過程及び市場の類似性などを考慮して決定して

います。
　 ２　各事業区分に属する主要な製品の名称は次のとおりです。

事業区分 主要製品

化成品・樹脂事業

化成品、成形材料、板、コーティング材料、機能性コポリマー、ＵＶ硬化塗料、樹脂

改質用コポリマー、アクリル系フィルム、液晶用プリズムシート、プラスチック

光ファイバー、プラスチックロッドレンズ

アクリル繊維・Ａ

Ｎ及び誘導品事業
アクリル繊維、アクリロニトリル及び誘導品

炭素繊維・複合材

料事業
炭素繊維、複合材料加工品、航空機材

アセテート、機能膜

事業その他

アセテート繊維、ポリエステル繊維、ポリプロピレン繊維、スエード調人工皮革、

浄水器、中空糸膜フィルター、人工炭酸泉製造装置、水処理機器システム、プラン

トエンジニアリング、建築関連材料

　 ３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間か

ら適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更していま

す。また、これに伴い、前連結会計年度まで営業外費用に計上していた「たな卸資産評価損」及び「たな卸資

産廃棄損」は売上原価に含めて計上しています。この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連

結累計期間の営業利益は「化成品・樹脂事業」が1,029百万円、「炭素繊維・複合材料事業」が337百万円、

「アセテート、機能膜事業その他」が329百万円それぞれ減少し、営業損失は「アクリル繊維・ＡＮ及び誘導

品事業」が1,406百万円増加しています。
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４　「追加情報」に記載のとおり、四半期連結財務諸表提出会社、国内連結子会社10社及び持分法適用国内関連会

社２社は、法人税法改正を契機として見直しを行い、第１四半期連結会計期間より主に機械装置の耐用年数を

変更しています。この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間において、営業利益は

「化成品・樹脂事業」が130百万円、「炭素繊維・複合材料事業」が459百万円、「アセテート、機能膜事業そ

の他」が118百万円それぞれ減少している一方、「アクリル繊維・ＡＮ及び誘導品事業」の営業損失が５百万

円減少しています。

　

　　 【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

日本

(百万円)

アジア

(百万円)

米国

(百万円)

計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
60,293 15,485 7,763 83,542 ― 83,542 

　(2) セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高
5,434 2,966 142 8,543 (8,543) ―

計 65,727 18,452 7,905 92,085 (8,543)83,542 

営業利益(又は営業損失) (4,131) 573 879 (2,678) (48) (2,726)

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

日本

(百万円)

アジア

(百万円)

米国

(百万円)

計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
215,091 44,088 22,654 281,834 ― 281,834 

　(2) セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高
21,098 8,265 417 29,781 (29,781) ―

計 236,190 52,353 23,071 311,615 (29,781)281,834 

営業利益(又は営業損失) (4,206)1,256 3,091 140 75 215 

　 (注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。
　 ２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

　(1)アジア・・・中国、タイ、インドネシア
　 ３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間か

ら適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更していま

す。また、これに伴い、前連結会計年度まで営業外費用に計上していた「たな卸資産評価損」及び「たな卸資

産廃棄損」は売上原価に含めて計上しています。この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連

結累計期間において、「日本」の営業損失が3,100百万円増加し、「アジア」の営業利益が２百万円減少して

います。
　 ４　「追加情報」に記載のとおり、四半期連結財務諸表提出会社、国内連結子会社10社及び持分法適用国内関連会

社２社は、法人税法改正を契機として見直しを行い、第１四半期連結会計期間より主に機械装置の耐用年数を

変更しています。この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間において「日本」の

営業損失が703百万円増加しています。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 23,440 10,920 34,361

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 83,542

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合(％)
28.0 13.0 41.1

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 85,985 38,240 124,226

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 281,834

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合(％)
30.5 13.5 44.0

　 (注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。
　 ２　各区分に属する主な国または地域

 (1)アジア　　　・・・中国、タイ、インドネシア

 (2)その他の地域・・・北米、ヨーロッパ
　 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

281.49 円
348.59 円

　 (注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 175,321 215,819

普通株式に係る純資産額(百万円) 161,089 199,524

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分  14,230 16,290

普通株式の発行済株式数(千株) 599,997 599,997

普通株式の自己株式数(千株) 27,736 27,626

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数(千株)
572,261 572,371

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第３四半期連結累計期間 
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △38.83 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 円

１株当たり四半期純損失(△) △39.05 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 円
　 (注) １　当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)

(百万円)
△22,224 △22,351

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △22,225 △22,351

普通株式の期中平均株式数(千株) 572,346 572,315
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２ 【その他】

①重要な訴訟事件等

平成15年12月11日、四半期連結財務諸表提出会社(以下、当社)を含む２社は、塩化ビニル樹脂向けモディ

ファイヤーの販売価格を共同で引き上げたとして、公正取引委員会から独占禁止法違反(不当な取引制限の

禁止)による排除勧告を受けましたが、当社は同勧告に対し平成15年12月22日に不応諾の文書を提出し、現在

審判中です。

　

②中間配当金

平成20年11月６日開催の取締役会において、定款第43条の規定に基づき、平成20年９月30日の最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当金の支払を決議しました。

中間配当金総額 1,717百万円

１株当たり中間配当金 ３円00銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２１年２月１３日

三菱レイヨン株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　黒　　澤　　誠　　一　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　長　　　　　光　　雄　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　垂　　井　　　　　健　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三

菱レイヨン株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間(平成２０年１０月１日から平成２０年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２０

年４月１日から平成２０年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱レイヨン株式会社及び連結子会社の平成

２０年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しています。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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